
Google Agent Space戦略導入レポート： 

次世代AIが拓く、日本企業の
競争優位性 
 

第1章：エグゼクティブ・サマリー：経営層が今、AIエージェント戦略を始動す
べき理由 

 

本レポートは、Googleが発表した次世代AIプラットフォーム「Google Agent Space」が、単な
るITツールではなく、企業の競争優位性を根底から再定義する戦略的基盤であることを論証
するものです。グローバルな競争激化、国内の労働力不足、そしてIT投資が必ずしも生産性
向上に結びつかない「生産性のパラドックス」といった、現代の日本企業が直面する最も深刻

な経営課題に対し、AIエージェント戦略の導入はもはや選択肢ではなく、未来の市場における
リーダーシップを左右する決定的な一手であると結論付けます。 

今日のビジネス環境において、企業が保有するデータの価値を最大限に引き出し、全従業員

の生産性を飛躍的に向上させることは、持続的成長のための最重要課題です。しかしながら、

多くの企業では、貴重な情報が部門ごと、システムごとに分断された「インテリジェンス・サイ

ロ」に埋没し、迅速な意思決定やイノベーションの足枷となっています。 

Google Agent Spaceは、この根源的な課題に対する戦略的回答です。本プラットフォーム
は、最新AIモデル「Gemini 2.5」の高度な推論能力と、世界最高峰の「Google検索技術」を融
合させ、企業のインテリジェンス活用を根本から変革します。その核心は、専門知識を持たな

い従業員一人ひとりが、日常的な会話を通じて自らの業務に最適化されたAIエージェントを自
由に作成・活用できる「AI活用の民主化」にあります。これにより、現場の課題を最も深く理解
する従業員自身が、自らの手で業務プロセスを自動化し、これまでアクセスできなかった社内

外の広範なデータから新たな洞察を引き出すことが可能になります。 

 



本レポートで詳述する通り、Google Agent Spaceの導入は、貴社に以下の3つの具体的な価
値をもたらします。 

1.​ 全社的な生産性の飛躍的向上: 情報検索や定型業務に費やされる膨大な時間を削減
し、従業員をより創造的で付加価値の高い戦略的業務へと解放します。 

2.​ データに基づいた意思決定の加速: 経営層から現場担当者に至るまで、あらゆる階層の
従業員が、サイロ化されたデータを横断的に分析し、正確な情報に即座にアクセスできる

ようになることで、ビジネスのスピードを劇的に向上させます。 
3.​ 現場主導型イノベーション文化の醸成: 全従業員がAIを「自分ごと」として活用する文化
が生まれ、ボトムアップでの業務改善や新たなビジネスアイデアの創出が活発化します。 

競合他社がこの新しいAI駆動型のオペレーショナル・エクセレンスを獲得し始める中、AIエー
ジェント戦略の導入を先送りすることは、単なる機会損失に留まらず、将来の市場における競

争力を著しく損なう戦略的リスクとなり得ます。本レポートが、貴社の経営陣にとって、この変

革を主導し、次世代の成長基盤を構築するための確かな羅針盤となることを確信しておりま

す。 

 

 



第2章：現代日本企業が直面する「インテリジェンス・サイロ」という経営課
題 
多くの日本企業がデジタルトランスフォーメーション（DX）に多大な投資を行っているにもかか
わらず、期待されたほどの生産性向上や競争力強化を実現できずにいるという現実がありま

す。この「DXの生産性パラドックス」の根底には、技術的な問題以上に根深い、構造的な経営
課題が存在します。それが「インテリジェンス・サイロ」です。これは、企業の最も価値ある資産

である「情報」と「知見」が、組織の壁、システムの壁、そして個人の壁によって分断・孤立し、

全社的な資産として活用されていない状態を指します。この章では、インテリジェンス・サイロ

を構成する3つの具体的な問題点を分析し、それがいかに企業の成長を阻害しているかを明
らかにします。 

 

埋没する企業データ 

現代の企業活動は、膨大なデジタルデータの上に成り立っています。しかし、そのデータは一

元的に管理されているわけではありません。営業部門はSalesforceのようなCRMシステムに
顧客情報を蓄積し、マーケティング部門は独自のキャンペーン管理ツールを利用し、開発部門

はファイルサーバーやデータベースに技術情報を保管しています。さらに、OneDriveのような
クラウドストレージや、個々の従業員のPC、メールボックスの中にも、重要な意思決定に繋が
りうる情報が散在しています。 

このように情報がサイロ化している状態では、ある部門が必要とする情報が他の部門のシス

テムに閉じ込められているため、部門を横断した包括的な分析が極めて困難になります。例え

ば、ある製品の売上不振の原因を分析しようとしても、営業報告、顧客からのフィードバック、

市場の競合情報、製品の品質データがそれぞれ別の場所に保管されていては、全体像を把

握するまでに膨大な時間と労力を要します。結果として、多くの企業では「社内に情報がサイ

ロ化しており、データ活用が進まない」という深刻な課題に直面しているのです。 

この問題の深刻さは、単に情報検索が非効率であるという点に留まりません。異なるデータ

ソースを組み合わせることで初めて見えてくるはずの新たなビジネスチャンスや、潜在的なリ

スクを見過ごすことに繋がります。例えば、営業データと顧客サポートの問い合わせデータを

組み合わせることで、特定の顧客層が抱える未解決の課題を発見し、新サービスの開発に繋

げられるかもしれません。しかし、データがサイロ化している限り、こうした「知の結合」によるイ

ノベーションは生まれません。インテリジェンス・サイロは、企業が持つ本来のポテンシャルを

封じ込める、見えざる足枷となっているのです。 

 

DXの生産性パラドックス 



多くの企業は、業務効率化を目指して様々なITツールを導入してきました。しかし、その結果と
して、従業員は複数のアプリケーションを使い分けなければならなくなり、かえって業務が複雑

化するという皮肉な状況が生まれています。新しいツールが導入されても、前述のインテリ

ジェンス・サイロ問題が解決されなければ、根本的な生産性向上には繋がりません。各ツール

が個別のサイロとして機能し、情報の分断をさらに助長することさえあります。 

これが「DXの生産性パラドックス」です。多額の投資にもかかわらず、従業員は依然として情
報の分断に悩み、部門間の連携はスムーズに進まず、経営層は投資対効果（ROI）を実感で
きない。この状況は、生産性向上のための「具体的な打ち手」を模索している多くの企業にとっ

て、深刻な悩みとなっています。企業が本当に必要としているのは、新たなサイロを追加する

個別最適のツールではなく、既存のあらゆる情報源を繋ぎ合わせ、組織全体のインテリジェン

スを解放する統合的なプラットフォームなのです。 

 

専門人材の不足と開発のボトルネック 

インテリジェンス・サイロを解消し、データを活用した新たなアプリケーションや自動化ツールを

開発しようにも、多くの日本企業は深刻な人材不足という壁に直面しています。特に、AIや
データサイエンスに関する高度な専門知識を持つIT人材は極めて希少であり、多くの企業で
獲得競争が激化しています。 

その結果、ビジネスの現場から生まれる「こういうツールが欲しい」「この業務を自動化したい」

といった切実なニーズに対して、中央のIT部門が応えきれないという「開発のボトルネック」が
生じています。営業、マーケティング、人事といった事業部門は、自らの業務課題を最も深く理

解していますが、それを解決するための技術力を持ちません。一方、技術力を持つIT部門は、
全社から寄せられる膨大な要求に忙殺され、個別の業務課題にまで手が回らないのが実情

です。 

この構造的な問題は、企業の俊敏性を著しく損ないます。市場の変化に対応するための新た

な分析ツールや、生産性を向上させるための業務自動化が、ITリソースの不足によって数ヶ
月、場合によっては数年単位で遅延する。これは、変化の激しい現代市場において致命的な

ハンディキャップとなり得ます。現場のニーズと開発リソースの間に存在するこの大きな溝こそ

が、インテリジェンス・サイロを温存し、企業全体の進化を妨げている核心的な要因なのです。 

 

第3章：Google Agent Space ― 経営課題への戦略的回答 
前章で詳述した「インテリジェンス・サイロ」という根深い経営課題に対し、Google Agent 
Spaceは、単なる対症療法ではなく、企業の知的生産活動のあり方を根本から変革する戦略
的な回答を提示します。その核心は、AIの力を特定の専門家から解放し、すべての従業員が



自らの手で課題を解決できる道具として活用する「AI活用の民主化」という思想にあります。こ
のパラダイムシフトは、日本企業が長年抱えてきた生産性の停滞とイノベーションのジレンマ

を打破する、強力な推進力となります。 

 

AI活用の民主化：全従業員をイノベーションの担い手へ 

Google Agent Spaceの最も革命的な側面は、その圧倒的なアクセシビリティにあります。本
プラットフォームは、Googleが誇る世界最高峰の「Google検索技術」と、最新AIモデル「
Gemini 2.5」の高度な自然言語理解・生成能力を基盤として構築されています。これにより、プ
ログラミングの知識を一切持たない従業員でも、まるで同僚に話しかけるかのように、日常的

な言葉（自然言語）で指示を与えるだけで、自らの業務に特化したカスタムAIエージェントを極
めて簡単に、かつ安全に作成・利用することが可能になります。 

これは、AIの活用を根本的に変えるものです。従来、AIを用いた業務改善やデータ分析は、
データサイエンティストやAIエンジニアといった一握りの専門家の専売特許でした。しかし
Agent Spaceは、その専門性の壁を取り払います。例えば、営業担当者が「来週訪問予定の
A社の最新ニュースと、社内の過去の取引履歴をまとめて、提案の切り口を3つ考えて」とAI
エージェントに指示する。あるいは、人事担当者が「新入社員向けのオンボーディング資料を

基に、よくある質問に自動で回答するエージェントを作って」と依頼する。このように、現場の課

題を最も深く理解している従業員自身が、その解決策を直接、自らの手で生み出せるようにな

るのです。 

この「AI活用の民主化」は、前章で指摘した「専門人材の不足と開発のボトルネック」という課
題に対する、最も直接的かつ効果的な解決策です。もはや、現場のニーズがIT部門の長い待
機リストの中で塩漬けにされることはありません。ビジネスの最前線にいる従業員一人ひとり

が、イノベーションの担い手となり、日々の業務の中で改善のサイクルを回し始めるのです。 

 

 



「シチズン・デベロッパー」革命と日本的経営との親和性 

Google Agent Spaceがもたらすこの変化は、「シチズン・デベロッパー（市民開発者）」の台頭
として捉えることができます。シチズン・デベロッパーとは、専門的な開発者ではないビジネス

ユーザーが、IT部門のサポートのもと、自らアプリケーションや自動化ツールを開発・活用する
ことを指します。Agent Spaceは、まさに全従業員を潜在的なシチズン・デベロッパーへと変え
るプラットフォームです。 

この動きは、現場の知恵と自律的な改善を重んじる日本の「カイゼン（改善）」文化と、極めて

高い親和性を持ちます。現場の従業員が自らの業務プロセスを最もよく理解し、改善のアイデ

アを持っているという思想は、多くの日本企業に共通する価値観です。Agent Spaceは、その
現場の知恵に「AI」という強力な実行手段を与えることで、ボトムアップ型の継続的な業務改善
を全社規模で加速させます。 

さらに、この変革はIT部門の役割そのものを再定義します。これまで開発の「ゲートキーパー
（門番）」として機能せざるを得なかったIT部門は、その役割から解放されます。彼らの新たな、
そしてより戦略的な使命は、全社的なAI活用の「イネーブラー（実現者）」および「ガバナー（統
治者）」となることです。 

具体的には、IT部門は以下のような高付加価値な役割を担うことになります。 

1.​ セキュアな環境の構築: 全社が安全にAIエージェントを利用できる、統制の取れたAgent 
Space環境を設計・提供する。 

2.​ ガバナンスとポリシーの策定: どのデータにどのエージェントがアクセスできるかといっ
た、きめ細かなデータアクセスポリシーを定義し、企業のセキュリティとコンプライアンスを

維持する。 
3.​ AIエコシステムの育成: 従業員が作成した優れたAIエージェントを全社で共有・再利用す
るための「エージェントギャラリー」や「エージェントレジストリ」を管理し、組織全体の知的

資産として昇華させる。 
4.​ 高度な活用の支援: より複雑なシステム連携や高度なワークフロー構築において、現場
のシチズン・デベロッパーを専門家として支援する。 

このように、IT部門は日々の開発業務のプレッシャーから解放され、企業全体のAI戦略を推進
し、イノベーションを統治・促進するという、より戦略的で重要な役割へとシフトします。これは、

IT部門をコストセンターから、企業の変革を牽引するプロフィットセンターへと変貌させる可能
性を秘めているのです。Google Agent Spaceは、単に現場をエンパワーメントするだけでな
く、IT部門との新たな協業関係を築き、企業全体の組織能力を次のレベルへと引き上げる触
媒となるでしょう。 

 



第4章：価値提案の解体新書：機能からビジネスインパクトへの転換 
Google Agent Spaceが持つ革新的な機能を、経営層が求める具体的なビジネスインパクト、
すなわち「生産性の向上」「意思決定の質の向上」「イノベーションの促進」という観点から解体

し、再構築します。本章の目的は、技術的な特長を、Cレベルの意思決定者が理解できるビジ
ネス言語へと翻訳し、その戦略的価値を明確に提示することにあります。 

 

4.1 全社的生産性の飛躍 

生産性の向上は、あらゆる企業にとって永遠の課題です。Google Agent Spaceは、従業員
一人ひとりの日々の業務から、部門をまたがる複雑なビジネスプロセスに至るまで、あらゆる

レベルの業務を自動化・効率化することで、この課題に正面から取り組みます。 

 

ミクロな雑務から複雑なワークフローまで 

従業員の時間は、本来注力すべき戦略的な業務ではなく、情報収集、資料作成、定例報告と

いった、価値の低い「ミクロな雑務」に日々奪われています。Agent Spaceは、これらの定型業
務をAIエージェントに代行させることで、従業員を雑務から解放します。 

●​ 日常業務の自動化: 「毎週の定例会議のアジェンダを作成し、関係者にカレンダー招待を
送付する」「受信したメールの内容を要約し、重要度に応じて分類する」といった日常的な

タスクは、AIエージェントが瞬時に実行します。これにより、従業員一人あたり週に数時間
単位での時間創出が期待できます。 

●​ 複雑なワークフローの実行: Agent Spaceの真価は、複数のステップからなる複雑なワー
クフローを自動化できる点にあります。例えば、「今週の主要な顧客からの問い合わせ内

容を社内データベースから抽出し、その内容をポジティブ・ネガティブの感情で分類し、分

析結果のサマリーを付けて関係部署への報告メール案を作成する」といった一連のプロ

セスを、単一のAIエージェントがユーザーに代わって実行します。これは、単なるタスクの
自動化ではなく、ビジネスプロセスそのものの自動化であり、部門全体の生産性を劇的に

向上させるインパクトを持ちます。 

このような自動化は、従業員が付加価値の高い、創造的な業務に集中するための時間を確保

するだけでなく、ヒューマンエラーの削減や業務品質の標準化にも繋がり、組織全体のオペ

レーショナル・エクセレンスを底上げします。 

 

4.2 埋没データの価値化と意思決定の高速化 

第2章で述べた「インテリジェンス・サイロ」は、迅速で正確な意思決定を阻む最大の要因で



す。Google Agent Spaceは、組織内に散在するあらゆるデータを繋ぎ合わせ、それを分析・
統合することで、企業全体を一つの「インテリジェンス・ブレイン（知的頭脳）」として機能させま

す。 

 

組織の壁を越えるシームレスなデータ統合 

AIエージェントは、特定のシステムに縛られることなく、許可されたあらゆるデータソースにアク
セスする能力を持ちます。これは、社内のファイルサーバーやデータベース、Salesforceや
OneDriveといったクラウドサービスから、Google検索を通じたリアルタイムの外部情報（市場
ニュース、競合情報など）まで、広範に及びます。​
この能力がもたらす価値は、デモンストレーションで示されたユースケースで明確に理解でき

ます。ある金融アナリストがポートフォリオのリスク分析を指示した際、AIエージェントはまず社
内の顧客データ（Salesforce）と財務データ（内部データベース）を分析します。さらに、その分
析結果に基づき、Google検索から関連する最新の市場ニュースや格付け情報（Dun & 
Bradstreet）をリアルタイムで引き出し、レポートに統合します。驚くべきは、エージェントが途
中で得た情報に基づいて、自らの分析計画をリアルタイムで修正・最適化していく点です。 

 

「検索」から「知の統合・創出」へ 

これは、従来の「検索」の概念を遥かに超えるものです。従業員が自ら複数のシステムにログ

インし、断片的な情報を集めて手作業で統合する必要はもうありません。AIエージェントが、
ユーザーの意図を汲み取り、必要な情報を自律的に収集・分析・統合し、最終的に「実用的な

洞察」として提供するのです。これにより、これまで見過ごされてきたデータ間の相関関係や、

サイロの影に隠れていた新たなビジネス機会が可視化されます。​
この能力は、経営層から現場担当者まで、あらゆる階層の従業員に「データに基づいた迅速

な意思決定」をもたらします。市場の変化に即座に対応し、競合よりも一歩先に戦略を立て

る。そのための情報武装を、全従業員が手に入れることができるのです。NEC様の社内検索
システム改善事例は、この価値を如実に物語っています。従来のキーワード検索では意図し

た情報に辿り着けなかったものが、Agent Spaceを導入し「Geminiの脳」を使うことで、人間の
質問の意図を汲み取った的確な検索結果が得られるようになったのです。これは、情報アクセ

スの質が、企業の意思決定の質とスピードに直結することを示す好例です。 

 

4.3 現場主導型イノベーションの醸成 

イノベーションは、もはや一部の研究開発部門や経営企画室だけのものではありません。持

続的な成長のためには、組織のあらゆる場所で、日々改善や新たなアイデアが生まれる文化



が必要です。Google Agent Spaceは、そのための土壌を育む強力な触媒となります。 

 

ボトムアップ型の問題解決 

前述の通り、Agent Spaceのノーコードでのエージェント作成機能は、ビジネスの最前線にい
る従業員が、自らの手で直面している課題を解決する力を与えます。例えば、ある営業担当

者が、見込み客のリサーチプロセスを自動化するエージェントを作成したとします。このエー

ジェントは、当初は個人の生産性向上ツールに過ぎません。 

 

イノベーションの好循環（フライホイール） 

しかし、Agent Spaceには「エージェントギャラリー」や「エージェントレジストリ」といった、作成
したエージェントを組織内で共有・再利用するための仕組みが備わっています。先の営業担当

者が作成したエージェントがこのギャラリーに登録されると、同じ課題を抱えていた他の営業メ

ンバーもすぐにそれを利用できるようになります。さらに、別のメンバーがそのエージェントを改

良し、「業界ニュースの分析機能を追加する」といった改善を加えるかもしれません。 

このように、一個人の小さな改善が、部署全体、ひいては会社全体のベストプラクティスへと昇

華していく。この「イノベーションのフライホイール」こそが、Agent Spaceがもたらす組織文化
の変革です。従業員は、AIを単なる「ツール」として使うだけでなく、自らがAIを「育て、共有す
る」主体となります。これにより、全従業員がAI活用を「自分ごと」として捉え、現場主導の業務
改善や新たなアイデア創出が活発化する文化が醸成されるのです。これは、デロイトコンサル

ティング様が、Agent Space上のAIエージェントを活用してコンサルティングプロジェクトへの
最適な人材アサインを自動化している事例にも通じます。これは、社内の「人材」という最も重

要な知的資産の活用を、AIによって最適化しようとする先進的な試みであり、現場主導イノ
ベーションの一つの到達点と言えるでしょう。 

 



第5章：投資対効果（ROI）の定量化：貴社における価値算出フレームワー
ク 

 

Google Agent Spaceの導入は、単なるコストではなく、企業の将来の収益性と競争力を高め
るための戦略的投資です。本章では、この投資の価値を定性的・定性的な言葉だけでなく、経

営層が最も重視する財務的指標、すなわち投資対効果（ROI）として定量化するための実践的
なフレームワークを提示します。これにより、貴社独自のビジネスケースを構築し、データに基

づいた合理的な投資判断を行うための具体的な道筋を示します。 

このROIフレームワークは、Agent Spaceがもたらす価値を「コスト削減」「生産性・効率向上」
「収益・成長インパクト」という3つの柱で捉え、それぞれを具体的な計算式に落とし込むこと
で、その経済的価値を可視化します。 

 

ROI算出の3つの柱 

 

Pillar 1: コスト削減 (Cost Savings) 

これはROIの中で最も直接的かつ測定しやすい要素です。従業員がこれまで手作業で行って
いた情報検索、データ入力、定型レポート作成といった低付加価値業務をAIエージェントが代
行することで、人件費を大幅に削減できます。 

●​ 主要指標: 低付加価値業務に費やされる従業員時間の削減 
●​ 算出アプローチ: 

1.​ まず、対象となる業務（例：週次報告書の作成、経費精算データの入力、社内問い合
わせ対応など）を特定します。 

2.​ 次に、これらの業務に一人の従業員が週あたり平均何時間を費やしているかを算出
します（現状の時間）。 

3.​ Agent Space導入後、これらの業務がどの程度自動化され、時間が削減されるかを
予測します（改善率）。 

4.​ 以下の計算式を用いて、年間のコスト削減額を算出します。 

年間コスト削減額=(削減される時間/人・週)×(対象従業員数)×(平均時間あたり人件費)×(52
週)例えば、従業員1,000人の企業で、一人あたり週平均2時間を情報検索や資料作成の雑
務に費やしており、Agent Space導入でその50%（1時間）が削減できると仮定します。平均時
間あたり人件費を4,000円とすると、年間のコスト削減額は、1時間×1,000人×4,000円×52
週=2億800万円 と試算できます。 
Pillar 2: 生産性・効率向上 (Productivity & Efficiency Gains) 



コスト削減が「マイナスをゼロにする」価値であるのに対し、生産性向上は「プラスをさらに大き

くする」価値です。主要なビジネスプロセスのサイクルタイムを短縮することで、企業の市場対

応力や収益実現のスピードを高めます。 

●​ 主要指標: 主要ビジネスプロセスのサイクルタイム短縮 
●​ 算出アプローチ: 

1.​ 企業の収益に直結する重要なビジネスプロセスを特定します（例：新規顧客への提案
書作成、新入社員のオンボーディング、製品の品質問題分析など）。 

2.​ 各プロセスの完了までにかかる平均的な時間または日数を測定します（現状のサイ
クルタイム）。 

3.​ Agent Spaceを活用することで、プロセス内の情報収集、分析、承認などのステップ
がどれだけ短縮されるかを予測します。 

4.​ サイクルタイム短縮がもたらす経済的価値を評価します。例えば、「営業提案書の作
成期間が平均5日から2日に短縮されることで、月あたりの提案件数が20%増加し、
成約数の増加に繋がる」「新入社員のオンボーディング期間が1ヶ月から2週間に短
縮されることで、新戦力が早期に生産活動に貢献し始め、その分の人件費が無駄に

ならない」といった形で価値を定量化します。 

Pillar 3: 収益・成長インパクト (Revenue & Growth Impact) 

これは最も戦略的で大きな価値をもたらす可能性のある要素ですが、同時に定量化が最も難

しい領域でもあります。より質の高い情報に基づいた、より迅速な意思決定が、新たな収益機

会の創出や競争優位性の確立にどう繋がるかを評価します。 

●​ 主要指標: 新規収益機会の創出、市場シェアの拡大、顧客満足度の向上など 
●​ 算出アプローチ:​
この領域の価値は、直接的な計算式よりも、シナリオベースのモデリングによって評価し

ます。 
○​ 機会創出シナリオ: 「Agent Spaceの市場トレンド分析エージェントを活用し、競合他
社より3ヶ月早く新たな市場ニーズを発見できた場合、先行者利益として年間どれくら
いの売上増が見込めるか？」 

○​ リスク回避シナリオ: 「サプライチェーンのリスクをリアルタイムで監視するエージェント
により、大規模な供給停止を未然に防ぐことができた場合、回避できた損失額はいく

らか？」 
○​ 営業効率化シナリオ: 「AIエージェントによる高精度なリードスコアリングにより、営業
チームの成約率が5%向上した場合、年間の増収額はいくらか？」 

これらのシナリオに基づき、蓋然性の高い仮説を立て、その潜在的な経済的インパクトを試算

します。 

 



ROI算出モデル・テンプレート 

 

これらの考え方を実践に移すため、以下のテンプレートを提供します。これは、貴社の具体的

な状況に合わせてカスタマイズし、独自のビジネスケースを構築するための出発点となりま

す。このテーブルを部門の責任者と共に埋めていくプロセス自体が、Agent Spaceの価値を全
社的に理解し、導入後の成功イメージを共有する上で極めて重要です。 

 
価値ドライ

バー (Value 
Driver) 

現状のコスト/
時間 (Current 
Cost/Time) 

Agent Space
導入後の予測 
(Projection 
after Agent 
Space) 

改善率 (%) 
(Improvemen
t %) 

年間価値（円）

(Estimated 
Annual Value 
in JPY) 

算出根拠・仮

説 
(Calculation 
Basis/Assum
ptions) 

コスト削減      

1. 全社的な情
報検索時間 

従業員一人あ

たり週2時間 
従業員一人あ

たり週1時間 
50% 例: 2億800万

円 
対象従業員

1000人、平均
時給4000円
と仮定。 

2. 定型レポー
ト作成業務 

経理部5名で
週40時間 

経理部5名で
週10時間 

75% 例: 3,120万円 経理部員5
名、平均時給

4000円。AI
がデータ集計

とドラフト作成

を自動化。 

生産性・効率

向上 
     

3. 営業提案作
成のサイクル

タイム 

平均5営業日 平均2営業日 60% 例: 5,000万
円 

提案件数増に

よる年間追加

利益。サイク

ル短縮で月5
件の追加提案

が可能にな

り、成約率

20%と仮定。 

4. 新入社員オ
ンボーディン

グ期間 

30日間 15日間 50% 例: 1,500万
円 

早期戦力化に

よる価値創

出。新人50名
分の半月分の



人件費に相当

する機会損失

を回避。 

収益・成長イ

ンパクト 
     

5. データ駆動
型マーケティ

ングによる顧

客獲得率向上 

顧客獲得率 
1.5% 

顧客獲得率 
1.7% 

13.3% 例: 8,000万
円 

AIによるキャ
ンペーン最適

化で獲得率が

0.2ポイント改
善。顧客生涯

価値から算

出。 

年間合計価値    例: 3億8,420
万円 

 

 

このフレームワークとテンプレートを活用することで、Google Agent Spaceの導入が、単なる
技術的なアップグレードではなく、企業の収益構造と競争力に直接的なプラスの影響を与え

る、賢明な経営判断であることを明確に論証することが可能になります。 

 

 



第6章：実践シナリオ：日本市場における部門横断型ユースケース 
これまでに述べてきたGoogle Agent Spaceの価値と可能性を、より具体的に理解するため
に、本章では日本の企業環境における典型的な部門や職種の日常業務に焦点を当て、実践

的な活用シナリオを物語形式で紹介します。これらのシナリオは、Agent Spaceがどのように
従業員の働き方を変え、部門間の連携を促進し、最終的に企業全体のパフォーマンスを向上

させるかを示します。また、NEC様やデロイトコンサルティング様といった先進企業の実際の導
入事例を組み込むことで、その効果が理論上のものではなく、既に現実のものであることを証

明します。 

 

 



営業部門：提案活動の高度化と迅速化 

 

登場人物: 大手製造業の営業マネージャー、佐藤さん 

佐藤さんのチームは、大規模な顧客への提案活動に多くの時間を費やしていました。特に、

ターゲット企業を深く理解するための情報収集と、その情報に基づいたカスタマイズ提案書の

作成が大きな負担となっていました。 

Agent Space導入後: 
佐藤さんは、まず「Enterprise Deep Research Agent」を起動します。ターゲット企業の名前を入力
し、「今後3年間の事業戦略に関連する最新ニュース、財務状況、競合との関係性、そして我が社と
の過去の取引履歴を統合したレポートを作成して」と指示します。 
AIエージェントは即座に活動を開始します。Google検索からリアルタイムのニュース記事やプ
レスリリースを収集し、同時に社内のSalesforceから過去の商談履歴や接触記録を、ファイル
サーバーから過去の提案書を、そしてDun & Bradstreetのような外部連携サービスから詳細
な企業情報を引き出します。数分後、エージェントはこれらの膨大な情報を統合・分析し、構造

化されたレポートを提示します。レポートには、「ターゲット企業は現在、サプライチェーンの脱

炭素化を最重要課題としており、特にスコープ3排出量の可視化に課題を抱えている可能性
が高い」といった、重要な洞察が含まれていました。 

佐藤さんはこの洞察に基づき、次に「提案書作成エージェント」に指示を出します。「先ほどの

レポートを基に、我が社のCO2排出量可視化ソリューションを軸とした提案書のドラフトを、プ
レゼンテーション形式で作成して」。エージェントは、社内の標準テンプレートを使い、ターゲット

企業の課題に寄り添った説得力のある提案書の骨子を自動生成します。画像生成機能を持

つ「Google Imagineモデル」と連携し、提案内容を視覚的に表現するグラフやコンセプト画像
も自動で挿入されます。 

結果として、これまで数日を要していたリサーチと提案書作成の初動が、わずか数時間に短

縮されました。佐藤さんのチームは、創出された時間を顧客との対話や、より戦略的な提案内

容の練り込みに使うことができるようになり、提案の質と成約率が大幅に向上しました。 

 

 



人事部門：戦略的人材活用とエンプロイーエクスペリエンスの向上 

 

登場人物: ITサービス企業の人事担当、鈴木さん 

鈴木さんの部署は、急成長する事業に対応するための人材確保と、新入社員の早期戦力化

という二つの大きな課題を抱えていました。 

Agent Space導入後: 
シナリオ1：戦略的人材アサイン（デロイトコンサルティング様の事例を基に） 
新しいコンサルティングプロジェクトが立ち上がると、鈴木さんは「人材アサイン最適化エージェント」

を起動します。このエージェントは、デロイトコンサルティング様がAgent Space上で構築した仕組み
を参考に開発されたものです。プロジェクトの要件（必要なスキルセット、業界経験、稼働率など）を

入力すると、エージェントは社内の人事データベースや過去のプロジェクト実績データを横断的に分

析し、最適な候補者のリストを推薦理由と共に提示します。これは、これまで担当者の経験と勘に

頼っていたアサイン業務をデータドリブン化し、「社内の人材という知的資産をいかに最大限活用す

るか」という経営課題にAIエージェントが応える好例です。国際的な候補者が必要な場合は、背景調
査を行うエージェントを「エージェントレジストリ」から自動で選択し、シームレスに連携します。 
シナリオ2：新入社員のオンボーディング効率化 
新入社員が入社すると、彼らには専用の「オンボーディング・アシスタント」エージェントが割り当てら

れます。このエージェントは、社内の就業規則、福利厚生プラン、各種申請プロセスのマニュアルな

どを学習しており、新入社員からの自然言語での質問に24時間365日対応します。例えば、「在宅勤
務の経費精算はどうすればいいですか？」といった質問に対し、関連規程を提示し、申請システムの

リンクを送付し、入力例まで示してくれます。これにより、人事担当者が同様の質問に繰り返し対応

する手間が省け、新入社員は誰に気兼ねすることなく疑問を解消できるため、組織への早期適応が

促進されます。 
 

 



経営企画部門：データに基づく未来予測と戦略立案 

 

登場人物: 食品メーカーの経営企画アナリスト、高橋さん 

高橋さんのミッションは、市場のトレンドをいち早く捉え、データに基づいた事業戦略を経営陣

に提言することです。しかし、情報の洪水の中で本質的な変化の兆しを見つけ出すことは容易

ではありませんでした。 

Agent Space導入後: 
高橋さんは、「業界トレンド分析エージェント」に「植物由来代替肉市場における、今後5年間の技術
革新と消費者動向の変化について調査し、当社の参入機会を分析せよ」と指示します。エージェント

はまず、調査計画の骨子を提示します。「1. 最新の学術論文と特許情報の分析、2. 主要な競合他社
の動向調査、3. SNSやニュースメディアにおける消費者センチメント分析、4. これらの情報に基づく
市場規模の将来予測」といった具体的なステップです。高橋さんはこの計画を承認し、一部を修正し

て実行を命じます。 
エージェントは数時間にわたり、ウェブ上の膨大な情報源を調査・分析します。さらに、Google
の新しい時系列予測モデルを活用し、過去の販売データと市場トレンドを組み合わせて、将来

のキャッシュフロー予測と推奨されるアクションプラン（例：特定の技術を持つスタートアップと

の提携、新たな商品ラインの開発など）を提示します。 

このプロセスは、従来であればアナリストが数週間かけて行っていたリサーチと分析に相当し

ます。Agent Spaceを活用することで、高橋さんは常に最新のデータに基づいた深い洞察を
迅速に得ることができ、経営会議での提言の質と説得力を飛躍的に高めることができました。 

 

 



全社共通：社内情報検索の革新（NEC様の事例を基に） 

 

部署や職種を問わず、すべての従業員が直面する課題が「社内のどこにあるか分からない情

報」を探す手間です。NEC様は、この普遍的な課題を解決するためにAgent Spaceを導入しま
した。 

導入前の課題: 従来の社内検索システムはキーワードベースであり、ユーザーが入力した単
語が含まれる文書をリストアップするだけでした。そのため、ユーザーが求めている文脈や意

図を理解できず、大量の無関係な情報が表示され、本当に必要な情報に辿り着くのが困難で

した。 

Agent Space導入後: 
NEC様は、Agent Spaceを基盤とした新しい社内検索システムを構築しました。このシステムは、従
業員が「人間が聞いているかのように、人間の意図を汲み取ってくれる」検索体験を提供します。例

えば、従業員が「去年の下期に実施したマーケティングキャンペーンの費用対効果に関する報告書

はどこ？」と自然な文章で質問すると、システムは「費用対効果」「報告書」といったキーワードだけで

なく、「去年の下期」「マーケティングキャンペーン」という文脈を理解し、最も関連性の高い文書をピ

ンポイントで提示します。 
この「Geminiの脳を使った検索」により、従業員の情報検索効率は劇的に改善されました。
NEC様は、この成功を足掛かりに、今後は「社内の情報を元にして様々なビジネス分析を行う
AIエージェント」の開発を計画しており、情報検索の効率化から、より高度なデータ活用へと進
化させようとしています。この事例は、Agent Spaceがまず組織の最も基本的なインフラであ
る「情報アクセス」を革新し、そこからより高度な価値創造へと繋がることを示す、力強い証拠

と言えるでしょう。 

 

 



第7章：プラットフォーム・アーキテクチャ：柔軟性、セキュリティ、ガバナンス 
企業の基幹システムとしてAIプラットフォームを導入するにあたり、その機能性や生産性向上
効果と同等、あるいはそれ以上に重要となるのが、プラットフォーム自体のアーキテクチャで

す。特に、特定の技術への依存を避ける「柔軟性」、企業の生命線であるデータを保護する

「セキュリティ」、そしてAIの利用を統制する「ガバナンス」は、経営層およびIT部門にとって最も
重要な評価項目となります。本章では、Google Agent Spaceがこれらの厳しいエンタープラ
イズ要件にどのように応えるかを詳述します。 

 

7.1 柔軟でオープンなAIエコシステム 

AI技術は日進月歩で進化しており、特定のベンダーや特定のAIモデルに完全に依存すること
は、将来的なリスクとなり得ます。Google Agent Spaceは、この「ベンダーロックイン」の懸念
を払拭するため、意図的にオープンなアーキテクチャを採用しています。 

 

Googleの枠を超えたモデル選択の自由 

Agent Spaceの大きな特長の一つは、Googleが開発した高性能なGeminiモデルだけでなく、
Llama（Meta社開発）やClaude（Anthropic社開発）といった、業界をリードするサードパーティ
製のAIモデルもサポートしている点です。これは極めて重要な戦略的意味を持ちます。 

企業は、自社のポリシー、特定のタスクの要件、あるいはコスト効率に基づき、最適なAIモデ
ルを自由に選択し、組み合わせて利用することができます。例えば、高度な論理的推論が求

められる分析タスクにはGeminiを、創造的なテキスト生成が求められるマーケティングコンテ
ンツ作成には別のモデルを、といった使い分けが可能です。 

このオープン性は、Google Agent Spaceを単なる「GoogleのAIを使うためのツール」ではな
く、企業全体の多様なAI活用を統合・管理・統制するための、中立的でベスト・イン・クラスの
「オーケストレーション・プラットフォーム」として位置づけます。これにより、企業は将来登場す

るであろう新たなAIモデルも柔軟に取り込みながら、一貫したガバナンスとセキュリティの下で
AI戦略を推進することができます。これは、長期的な視点での技術的負債を回避し、投資のリ
スクを大幅に低減させる上で決定的な利点となります。 

 

7.2 エンタープライズレベルの強固なセキュリティとガバナンス 

生成AIの導入を検討する企業が最も懸念するのは、機密情報や顧客データの漏洩リスクで
す。Google Agent Spaceは、Googleが長年にわたり培ってきた世界最高水準のセキュリティ



基盤の上に構築されており、企業の厳格な要件に応えるための多層的な保護・統制機能を提

供します。 

 

アーキテクチャに組み込まれた保護機構 

セキュリティは、後付けの機能ではなく、プラットフォームの設計思想そのものに組み込まれて

います。 

●​ きめ細かなアクセス制御: Agent Spaceは、従業員一人ひとりのレベルで、アクセス可能
なデータソースや利用できるAIエージェントを厳格に制御します。人事担当者は従業員の
個人情報にアクセスできるが、営業担当者はアクセスできない、といった形で、役職や職

務に応じた権限設定が可能です。これにより、従業員は自らの業務に必要な情報にのみ

アクセスすることが保証され、偶発的・意図的な情報漏洩のリスクを最小限に抑えます。 
●​ 顧客専用のプライベートクラウド環境: 特に金融機関や公的機関など、極めて厳しい規制
要件を持つ企業向けに、Agent Spaceは顧客自身のVPC（Virtual Private Cloud）内で
運用するオプションを提供します。これは、顧客のデータがGoogleのサービス基盤と物
理的・論理的に隔離された、顧客専用のセキュアな空間で処理されることを意味します。「

Your data remains yours（あなたのデータはあなたのもの）」という原則の通り、データの
所有権とコントロールは完全に顧客側に保持され、外部に出ることはありません。これ

は、データ主権を重視する企業にとって、導入の前提条件とも言える重要な機能です。 
●​ 長期実行タスクと人間による介入: Agent Spaceは、数分で完了する簡単なタスクから、
人間の承認や判断を挟みながら数時間から数日にわたって実行されるような、複雑で長

期的なタスクまで対応可能です。このアーキテクチャは、重要なプロセスにおいてAIの判
断を人間がレビューし、承認するステップをワークフローに組み込むことを可能にし、AIの
暴走を防ぎ、人間の監督責任を確保するためのガバナンスを強化します。 

これらの機能により、企業はコンプライアンスを遵守し、厳格なガバナンスを維持しながら、安

全にAI活用の恩恵を享受することができるのです。 

 

7.3 エディションとスケーラビリティ 

企業のAI活用成熟度は様々です。Google Agent Spaceは、企業の現在のニーズと将来の
成長に合わせて柔軟に選択・拡張できるよう、複数のエディションを提供しています。これによ

り、スモールスタートで成功体験を積みながら、段階的に全社展開へとスケールアップしていく

ことが可能です。 

 



 



戦略的ゴールに応じた選択肢 

以下に、主要な3つのエディションの特長と戦略的な位置づけをまとめます。この比較表は、貴
社がどの段階からAIエージェント戦略を開始し、将来的にどのような姿を目指すかを計画する
上での指針となります。 

 

 NotebookLM 
Enterprise Edition 

Google Agent 
Space Enterprise 
Edition 

Google Agent 
Space Enterprise 
Plus Edition 

主要機能 (Core 
Function) 

文書のアップロード、要

約、分析、質疑応答 
NotebookLMの全機能
に加え、社内外の多様

なデータソースを横断的

に検索・統合・分析する

機能 

Enterprise Editionの
全機能に加え、AIエー
ジェントによる複数ス

テップのタスク自動実

行、ワークフローの自動

化機能 

対象ユーザー (Target 
User) 

特定の文書群（例：研究

論文、契約書、マニュア

ル）を深く分析する必要

がある個人または小規

模チーム。リサー

チャー、法務担当者、ナ

レッジワーカーなど。 

全社的な情報アクセス

とデータ活用を必要とす

る全部門の従業員。経

営層、事業部門の担当

者、情報システム部門

など。 

業務プロセスの抜本的

な自動化と効率化を目

指す先進的な部門また

は全社。DX推進部門、
オペレーション部門な

ど。 

戦略的ゴール 
(Strategic Goal) 

知識集約業務の効率

化: 特定ドメインの知識
活用を深化させ、個人

の生産性を最大化す

る。 

インテリジェンス・サイロ

の解消: 全社的な情報
透明性を確保し、データ

に基づいた意思決定を

全社に浸透させる。 

オペレーショナル・エク

セレンスの実現: 企業全
体のビジネスプロセスを

自動化し、競争優位性

を確立する。 

ユースケース例 (Use 
Case Example) 

・大量の契約書を読み

込み、特定のリスク条項

を抽出する。 
・技術マニュアル群か

ら、特定のエラーの解決

策を見つけ出す。 

・営業担当者が、顧客に

関する社内外の全情報

を一括で検索し、商談に

備える。 
・経営企画が、全社の

売上データと市場トレン

ドを組み合わせて分析

レポートを作成する。 

・人事担当者が、採用

から退職までの一連の

プロセスを自動化する。 
・マーケティング担当者

が、キャンペーンの企

画、実行、分析、報告ま

でを一つのワークフロー

で自動化する。 

このエディション体系により、企業はまず「NotebookLM Enterprise Edition」で特定の部門や
ユースケースに絞って導入し、文書分析の価値を実証することから始めることができます。そ

こで得られた成功体験とノウハウを基に、次に「Enterprise Edition」へとステップアップして全
社的な情報活用基盤を構築し、最終的には「Enterprise Plus Edition」でビジネスプロセス全
体の自動化という、DXの究極的な目標を目指す、という現実的かつ戦略的なロードマップを描



くことが可能です。 

 

第8章：結論：ツール導入を超えた、事業変革の戦略的パートナーシップ 

 

本レポートを通じて、Google Agent Spaceが単なる生産性向上ツールではなく、現代の日本
企業が直面する根源的な経営課題「インテリジェンス・サイロ」を解消し、企業の競争力そのも

のを再定義する戦略的基盤であることを論証してきました。その核心は、専門家でなくとも誰も

がAIを使いこなし、自らの手で業務を革新できる「AI活用の民主化」にあります。 

我々は、Agent Spaceが以下の3つのレベルで貴社に決定的な価値をもたらすと確信してい
ます。 

1.​ オペレーションレベルでの変革: AIエージェントによる日常業務の自動化と、部門横断的
な複雑なワークフローの実行により、全社的な生産性を飛躍的に向上させ、従業員をより

創造的で高付加価値な業務へと解放します。 
2.​ 意思決定レベルでの変革: 社内外に散在する膨大なデータをリアルタイムで統合・分析す
る能力を全従業員に提供することで、勘や経験に頼った意思決定から、データに基づい

た迅速かつ正確な意思決定へと移行させ、ビジネスの俊敏性を劇的に高めます。 
3.​ 組織文化レベルでの変革: 現場の従業員が自らの課題を自らの手で解決する「シチズ
ン・デベロッパー」文化を醸成し、ボトムアップでのイノベーションが絶え間なく生まれる、

自己進化する組織への変貌を促します。 

 



本レポートで提示したROIフレームワークは、これらの価値が絵に描いた餅ではなく、具体的な
財務的インパクトとして測定可能であることを示しています。コスト削減、生産性向上、そして

新たな収益機会の創出という形で、Agent Spaceへの投資は、企業のP/Lに明確なプラスの
効果をもたらすでしょう。 

しかし、最も重要なことは、Google Agent Spaceの導入を「ツールの導入プロジェクト」として
捉えるのではなく、「事業変革に向けた継続的な旅の始まり」と捉えることです。AIの能力を最
大限に引き出し、それを企業文化に根付かせるためには、技術だけでなく、組織、プロセス、

そして人材の変革が不可欠です。 

この変革の旅路において、GoogleおよびCloud Aceのようなプレミアパートナーは、単なる製
品ベンダーではありません。Cloud AceがAgent Spaceの登場を「まさにゲームチェンジャー」
と位置づけているように、我々は貴社の成功にコミットする戦略的パートナーです。貴社のビジ

ネスを深く理解し、導入計画の策定から、具体的なユースケースの構築、そして全社展開と継

続的な改善に至るまで、我々の持つ知見と技術力を最大限に活用し、貴社のデジタルトランス

フォーメーションを強力に支援します。 

AIエージェントが経済活動のあらゆる側面に浸透していく未来は、もはや避けられません。
今、この変革の波を先んじて捉え、自社の競争優位性へと転換するか、あるいは後塵を拝し、

市場からの淘汰圧力に直面するか。その岐路は、経営陣である皆様の今日の決断にかかっ

ています。 

本レポートが、その重要な決断の一助となることを心より願っております。貴社のリーダーシッ

プチームとの戦略的な対話を通じて、貴社独自のビジネスケースを共に構築し、AI駆動型企
業への変革の旅路を共に歩み始めることを、楽しみにしております。 
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